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コロンブスの新大陸発見500年 を記念 して 、復元 したサ ンタ ・マ リア号 が 日本各地で一般公開
されて いる。コロンブスは、1492年8月3日 、スペイ ンのパ ロス港か ら船首 を大西洋 の彼方に
向けて出帆 したが 、この探検航海 にユ ダヤ人がひ とかたな らぬ貢献 を した とい う事実 は意外 と知 ら
れていない。船団には言語学者で通訳 のユ ダヤ人 ル イ ・ドゥ・ トー ル と船医 ロ ドリゴ ・サ ンチ ュを
は じめ多 くのユ ダヤ人 が乗 り組んでいた 。また、 コロンブスが航海 のスポンサーを探 しあ ぐね夢の
実現 を半 ばあきらめていた とき、最後 まで彼 を物心両面で支 え続 けたの もユダヤ人 だったので ある。
ユ ダヤ人 は紀元70年 に国 を失 って以来 、1948年 のイス ラエル建国 まで1880年 にわたっ
て迫害 、差別 に耐 えなが ら歴史 を生 き抜いて きた。
ユ ダヤ人 の数 は全世界で現在1400万人程 度で決 して多 くはないにもかかわ らず 、人類 の文化 ・文
明に対 す る彼 らの貢献は実 に 目ざま し く、ノーベル賞受賞者や優れた思想家 を数 多 く輩 出 している。
彼 らはなぜ優秀 なのか 、一体 その秘密 はどこにあ るのだろ うか 。この理 由についてア メ リカのユダ
ヤ系文化 人類学者 ラフ ァエルeパ タイは次のよ うに述べて いる。第1に 異教徒の迫害 、差 別。第2
に最 も優秀な学者 同士の結婚 。第3に 学問 に最 も高い価値 があるとす る宗教 的、文化 的伝 統 。第4
に異教徒の商業 の強制 によ り知性 が磨かれ たこと。これ らを見 るとな るほ ど納得 させ られ るものが
あ る。
5年前 、イス ラエルを訪ね たが 、4000年 の歴史を有す る聖地は 、いたる ところで消 え去 るこ
とのない感動を与えて くれ た。それ以来 、イス ラエルに魅せ られ 、旧約聖書 やユダヤ人及びユ ダヤ
思想 についての本を読 んで きたが 、残念 なこ とに出版物 が驚 くほど少ない。これ はヨー ロ ッパにお
け る根深い反ユ ダヤ感情 と何 か関係があるのだ ろ うか 。
最 近 の動 き





1.最 近 の動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetingS
・ 「科学技術の理 解 と普及 および教育 に関す る国際 シンポジウム」実行委員会を9月18日 に開
催 し、シンポジウムの準備状況 、最終 プログラムの内容の説 明、 シンポジウム当 日の各 プログラ
ムの進 め方 、報 告書の とりまとめ方響について検討 を行 った 。
・ 「第2回 地球 に優 しい科学技術の普及 の条件 に関す る調査研究会」 を9月21日 に開催 し、評
価手 法、ア ンケー ト調査 、ヒヤ リング調 査等 について検討を行 った。
・これ まで技術開発課題を中心 に検討がな されて きた海洋エ ネルギー利用技術開発(海 洋温度差
発電 、深層水利用技術等)を 社会普及の進みに くい社会系科学技術 と位置づ け、普及促進の ため
の方 策を検討す ることを 目的に、 「海洋 エネルギー利用技術の社会普及 に関す る研究会」を発足 。
第1回 研究会 を、9月25日 に開催 し、検討手法等が議論 された。




「マル チ メデ ィア とFMタ ウ ンズ」
富 士通(株)パ ー ソナ ル ビ ジネ ス本 部常 務 理 事 副 本 部長 神 田 泰典
`TheChaiBgingS&TScenarioinIndia,
Dr.AshokJain(イ ン ド国 立科 学 技 術 開 発研 究 所 長)
O主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
9/17(木)Mr.MartinInce(TheTimes科学 記 者)
Mr.GlennMcLoughlin(米国 議 会 調 査 局 科 学 技 術 担 当)
/18(金)Mr.YougKim(韓 国 原 子 力 研 究 所)
/21(月)Dr.Jean-FrancoisSabouret(仏国CNRS東京 事 務 所 長)
狂 。研 究 ノー ト/ResearchNote
「研究主体を媒介とした技術融合度」評価の試み 第1研 究 グルー プ 永田晃也
1.「 技術融合 」分析の先行研究
近年 にお ける企業活動の業際化 ない し製品多 角化 の動 向を推進 してい る要因 として 、 「規模 の経
済性」 とは異な る 「範囲 の経済性 」が存在す ると指摘 され て以来 、産業 間の融合に伴 う技術融合度
を定量 的に評価 しようとす るい くつかの試 みが な されて きた。
そもそも 「技術融合」 とい う概念は 、児玉文雄教授に よってR&Dの 多角化が 「技 術融合型 」技
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術革新 に結 実 していると指摘 され たこ とに始 まるとされてい る[1]。 鈴木e宮 川[2]は この議
論 を発 展 させ 、R&D投 資 の多角化 を定 量的に捉 え るための指標 を提唱 してい る。 これ は総務庁
r科学技術研究調査 』による業種別 ・製 品分野別研究 開発費 のデー タに基づ き、相異 なる産業 間の
技術分野 の共通性を反映 した指標を計算 し、産業 ×産業の 「技術融合 マ トリヅクス」 に表現 したも
のであ る。
こうした定量化の試みは 、R&D投 資 の多角化動 向を把握す る上 では有用であ る。 しか し、ここ
で は① 技術 融合 を生み出す主体 が 「業種」によ って括 られてい ること、 また②利用 され た原 デー タ
が研究開発費 とい う投入指標 であ るこ とか ら、把握 された融合現象 は技術 自体に係 わ るもので はな
く、R&D投 資 行動 における 「産業融合」 を示 す もの と解釈 させ る余地 を残 してい る。技術知識 を
体化す る個々の主体 を集計単位 とし、かつ融合度をR&D成 果 の側面 か ら評価 しない限 り、技術 自
体 の融合現象 を把握 す ることは困難である。
一方 、 これ らの試み とは男igle、宮沢[3]ら によって 「連結 の経済性 」 とい う概念が提唱 されて
い る。これ は、単一主体 によ る製品の多角化 に注 目した 「範囲 の経済性」に対 して、複数主体 間の
ネ ッ トワー クの結び付 きが生 む経済性 を意味 している。この ような枠組 みは、知識 ・情報 ・ノウハ
ウが核 とな って主体 間にシナ ジー効果 をもたらす現象 を分析す る上 で傾注 に値す る。ただ し、この
概念 を技術 融合の分析 に導入す る場合 、単 に主体 間の結び付 きを措定す るのみでは、技術 「知識」
問の融合現象は把握 で きない 。
2。概念 の見直 しと計測事例
技術 「知識」 を融合 させ る主体 とは 、究極的 には個 々の研究者 に他な らない。この ような観 点か
らみ ると、技術融合 とは研究主体 を媒介に形成 され る技術知識 のネ ッ トワー クとして定義で きる。
そこで 、蓄積 され た知識が何 らかの成果 として表 出 され る側面 か ら接近 し、この ネッ トワー クを定
量的 に表現す ることがで きれば 、技術融合度に関する新 しい分析が可能 となるであろ う。
具体的な計測手法 の一つ は、個 々の研究 者に体 化 され た要素的な技術知識の 、異分野 間における
パ スを集計の対象 とす ることであ る。最 も簡単な数値例 によって示 そ う。例 えば 、あ る研究者が関
わ る技術分野が3つ であ る場合は 、当該研究者を媒介 とした異分野間パ スは3、4分 野 であ る場合
はパスは6で あるが 、これ を
各 技術分野 の側 から集計 する。
すなわち研究者A、Bに 、
分野a、b、c、dが 右図の
よ うな技術知識 のネ ッ トワー
クとして体 化 されてい る場合
は、パ スの粗集計は分野a、









また集計値 を分野 間マ トリックスに表現す るな らば 、例 えば分eWa-一・b間のパスは2、 分野a--d
間のパ スは1と 計上す る。
この ような計測 を行 うには、個 々の研究者が どの技術分野 に関与 してい るのかを同定す るための
デー タが必要であ る。現在 までの ところ、利用可能なデー タの制約 もあ って上述 のような発想 に基
づ く計測例 は皆無 に近 いが 、筆者は以前 、光関連技術 分野 における学会発表論文 の件数デー タを用
いて 、技術融合度 の計測 を試行 した ことが ある。原デー タは、1989年度 か ら90年度 にかけて応用物
理学会 と電子情報通信学会の講 演会に発表 された論文 計3,451件、関与研究者 数延 べ13,431名を集計
したもので ある[4]。 これ より一定 の条件を満 たす研究者65名の個票 を抽 出 し、その発表論文 の
関わ る技術 分野 を14部門分類 に区分 した上 、個々の研 究者 が複数分野に亘 る発表 を行 った場合 に識
別 され る分野間パ スを集計 し、 さらに集計値 の分野平均 を基準 とした技術融 合度指数 に展 開 した
[5]。
この試算によ り、光 エレク トロニ クスの領域で は半導体技術(材 料及 び レーザ)や 制御技術 な ど
の要素技術 間で活発 な技術知 識の融合 が行 われてい る反面 、光学の基礎理論 と異分野 との融合度 は
相対的 に低 い ことな どが量的 に示 され た。
しか し、一方 では適用 した技術分野分類 に精粗のバ ラツキが あったために、有機分子 ・バイオエ
レク トロニ クス等 の フロンテ ィアにおける技術融合度 が予想外 に低 く計測 され るなどの課題 を残 し
た。また融合度指数 を発表者 の年齢階層別 に集計 して も有意 な差が見 られ なかったことか ら、筆頭
研究者のみを計測対象 とす ること等 によ り、原 デー タの信頼性 を高め ることも改善課題 として残 さ
れ た。
3.技 術融 合度評価 の含意
上述の ような課題 に耐 える原 デー タを整備す ることは容易で はない。 しか し 「研究主体 を媒介 と
した技術融合度」が 、科学技術 の様々 な分野を包 括す る精細な デー タを基 に計測 されれ ば、人 的資
源の マネー ジメン トに有益な情報 をもたらす ことが期待 され る。
技術革新 が急速 に進展 してい る業種で は、企業 は技術知識の高度化 や、異分野の技術知識の吸収
等 を図 るために人材の育成策 を経営上 の重要課題 とし、 しば しば内部人材の配置転換 や分野転換 に
よって これに対応 しようとす る。個々の人材にお ける技術知識の融合(あ るいは人材 の多機能化)
は、このよ うな経路 を通 じて促進 され ると同時に 、他方で は技術知識 自体の発展 の方向性 によって
規定 され るもの と考 えられ る。各技術分野 には、容易 に融合可能な異分野 と、融合 し難い異分 野 と
が存在 す る。そ こで 、あ る人材 を従来の技術分野 から融合困難な異分野へ と再配置 した場合には 、
かか る人材育成策 は失敗す る リスクが高 くなるであろ う。
しか し、技術分野間の融合分布 が事前 に把握 されていれば 、配置転換や分野転換 に伴 う人材育成
策 の成功確 率を高 め るこ とがで きよ う。また融 合分布 の分析は 、内部人材の有効利用 によって は対




技術 融合分析 は、これ ら政策対応型の応用 に限 らず 、よ り理論 的な分析課題 に とっても重要な意
義 を持つ。野 中郁次郎教授(現 第1研 究 グルー プ総括主任研究官)の 提唱 された概念 モデル に則
してみ ると、技術知識の融合 とは、形式知 と形式知の連結化(Combination)とい う知識創造 の1パ
ター ンとして把握で きる[6コ 。この ような観点 からは、研究主体 を媒介 とした技術知識 の融合度
に関す る計測 は 、普遍的な概念 モデル を計 量化す る試みの一つ として位置づ けられ よ う。
注1。 本稿で触れ た我 国における技術融 合度分析の系譜 とは別 に、欧米には産業間の技術的連関
を分析 した成功例 がある。例 えば 、Scherer(1982)は米国の特許 デー タに基づ き、個別特許
ごとに開発 一利用 関係 を追跡 して 、産業 間技術 フロー ・マ トリックスを作成 して いる。ま
た、Evenson,Putnam(1988)らは カナダの特許 デー タを利用 して 、特 許登録 を行 った産 業 と
当該特許 を利用 した産業の連 関を分析 し、この技術 フロー をマ トリックスに示 してい る。
2.要 素技術間の連 関のみを分析 す るには、我国の特 許デー タを用いて 、個別特許の主分類 一
副分類 関係の情報 を検索す る方法 が有用 である。
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平成3年度外国技術導入の動向分析(中間報告) 情 報 シ ス テム蓋果
1.は じめに
本調査 は、我国の科学技術活動 の状況把握 に資す るこ とを目的 として、我国の外 国技術導入の
実績 をと りまとめ るとともに、近年 の動 向を分析 して、毎年度調査報告書 として取 りまとめてい
るもので あ り、この度 、平成3年 度 のデー タが まとまったので 、速報版 として報告 す る。
2.平 成3年 度外国技術導入の概要
(1)平成8年 度外国技術導入の概要
平成8年 度 の新規導入契約件数 は3175件であ り、前年度 に比べて36件の減少 とな った。こ




また、変更契約件数 は1200件であ り、前年度 に比べて83件(-6.5%)の減少 となった 。この
うち、契約 当事者 の変更であ る 「地位の承継」は195件であ り、前年度 に比べて98件(-33.4
%)の減少 である。また、 「地位の承継 」のみは134件で あ り、一方既存契約内容 の変更契約
は1066件で 、対前年比1.0%の増加 となってい る。
(2)技術導入契約件数 の推移
新規技術導 入件数 の推移をみ ると、昭和61年度に景気後退の影響 を受 けて減少 したが、そ
の後 、昭和62年度 に、14.7%の増加を示すな ど、以降増加傾向が続 いていた。平成2年 度 には、
2年ぶ りに10%を越す増加率を示 したが 、平成3年 度 には5年 ぶ りに微減 とな った。5年 前












(3)地 域 別 導 入 状況
平 成3年 度 の新 規 技 術 導 入契 約 件 数 を地 域 別 に み る と、北 ア メ リカが2076件で 、全 体 の
65.4%を占め て い る 。次 い で 、 ヨー ロ ッパ が942件(全 体 の29.7%)、ア ジア が106件とな って
い る。
対 前 年 比 は 、北 ア メ リ カが6.0%減少 した のに 対 し 、 ヨー ロ ッパ は4.9%増、 ア ジア は 、29.3
%増で あ る 。
(4)国 別 導 入 状 況
導 入 件 数 を相 手 国別 に み ると 、ア メ リ カが2002件で61年以 来 の減 少 とな った が 、 全体 の
63.1%を占め てV・る。次 い で 、イ ギ リスが213件(全 体 の6.7%)、フ ラ ンス が205件(同6.5%)、
一6一
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ドイ ツが170件(同5.4%)、ス イス が102件(同3.8%)と続 い て お り、 これ ら上 位5カ 国 で全
体 の84.8%を占め て い る。
導 入件 数100件以 上 で 、対 前 年 比 を み る と 、フ ラン スが29.7%増で最 も多 く、次 い で イ ギ リ
スが15.1%増とな って お り、一 方 、 ドイ ツが15.4%減、ア メ リカが5.5%減、ス イ スが3.8%減と
な って い る◇
上 位5カ 国 につ いて 昭和56年(10年前)及 び 昭和61年(5年 前)と 比 べ る と、 ア メ リ カは
10年前 の2.0倍、5年 前 の1.5倍と増 加 傾 向 が 続 い て お り、・fギリス 、 スイ ス も年 度 に よ り増
減 しつ つ も、増 加 して い る 。一 方 、 フ ラ ンスは 減少 傾 向 か ら今 年 度 は大 幅増 とな り、 ドイ ツ
は回 復傾 向 か ら今 年 度 は大 幅減 とな る違 い はあ るが 、共 に10年前 ・5年 前 と比 べ て1倍 を割
って い る ◇
(5)先 端技 術 分 野 の 導 入 傾 向
導 入技 術 の 中で 、先 端 的 な分 野 と して 、電 子 計算 機 、半 導 体 、原子 力 、航 空 ・宇 宙 、医 薬
品 、バ イ オテ クノ ロ ジー の6分 野 に つい て の 導 入状 況 を み る と下 表 の通 りに な って い る 。
先端技術分野 昭和56 〃61 平成2年 平成3年 対前年比(%) 割合(%)
電子計算機 224 699 1642 1664 1.3 52.4
ハ ー ドウ ェ ア 80 97 107 120 12.1 8.8
ソ フ トウ ェア 192 597 1519 1522 O.2 47.9
サ ー ビス 2 5 16 22 37.5 0.7
半 導 体 36 171 247 261 5.7 8.2
原 子 力 63 56 88 85 一3 .4 2.7
航空 ・宇宙 22 45 39 46 17.9 1.4
医 薬 品 54 97 80 72 一10 .0 2.3
バ イ オテ ク ノ ロジー 17 21 26 24 一7 .7 O.8
(注)件数 は、複数の先端技術分野 にまたが る場合の再掲分 を含む。
(6)特許権 、商標権等 の内訳
平成3年 度の新規技術導入契約の うち 、特許権(出 願中のものを含む)を 伴 う契約 は769件
で、全体 の24.2%(前年度24.1%)を占めている。
平成8年 度の新規技術導入契約の うち 、ノウハ ウを伴 う契約 は2603件で 、全体 の82.0%(前
年度79.4%)を占めている。
商標権(出 願中の ものを含む)を 伴 う契約 は513件で、全体の16.2%(前年度16.O%)を占め




(7)対 価 の 支 払 条件
平 成3年 度 の 新 規技 術 導 入 契 約 に お け る対 価 の支 払条 件 を み る と、205件(全 体 の6.5%)が
無償 契 約 で あ り、 これ は前 年 度 に比 べ て23件(12.6%)の増 加 で あ った 。
また 、有 償 契 約 は2970件(全体 の93.5%)で、 これ は前 年 度 に比 べ て59件(1.9%)の減 少 で
あ った 。 この うち 、 「イニ シ ャルeペ イ メ ン トの み」 の 契 約 は1370件で 、全体 の43.1%を占め 、
対 前 年度 比 は1.1%の増 加 で あ る。
「イニ シ ャル+ラ ンニ ン グ ロイ ヤ ル テ ィ」 の 契約 は646件で 、全 体 の20.3%を占め 、対 前 年
度 比 は12.3%の減 少 で あ る。
「ランニ ン グmイ ヤ ル テ ィの み」 の契 約 は559件で 、全 体 の17.6%を占め 、対 前年 度 比 は
3.3%の増 加 で あ る 。
「ラン ニ ン グ ロイ ヤ ル テ ィ+ミ エ マム ペ イ メ ン ト」 の契 約 は260件で 全体 の8.2%を占 め 、対
前 年 度 比5.1%の減 少 で あ る 。
「イ ニ シ ャルペ イ メ ン ト+ラ ンニ ン グ ロイ ヤ ル テ ィ+ミ ニ マム ペ4メ ン ト」 の契 約 は134件
で全 体 の4.2%を占め 、対 前 年 度 比9.8%の増 加 で あ る 。
ラ ンニ ン グ ロイ ヤル テ ィを服 務 契 約 の 総数 は1599件で 、全 体 の50.4%を占 めて い る 。前 年 度
に比 べ4.5%減で 、5年 前 と比べ て1.2倍とな って い る 。
これ を料 率 別 に み る と、%料 率 以 外 のrそ の他 」 料 率 が788件で 最 も多 く、 ランニ ン グ ロイ
ヤル テ ィ契約 全 体 の49.3%を占 め 、次 いで 「2%以 上5%未 満」301件(同 契 約 全体 の18.8%)、
「5%以 上8%未 満 」 が282件(同17.6%)、「8%以 上 」 が154件(同9.6%)、 「2%未 満 」
74件(同4.6%)とな ってい る 。
(8)契 約 期 間
平 成3年 度 の 新 規技 術 導 入 契 約 に お け る契 約 期 間 の 内訳 を み る と、期 間 を明 記 して い な い
「そ の他 」 が1320件で全 体 の41.6%を占め た 。次 い で 、 「1年 以上5年 未 満 」 が791件(全 体
の24.9%)、「5年 以 上10年未 満 」 が368件(同1L6%)、r特 許等 期 限 まで 」 が290件(同
9.1%)、「10年以 上15年未 満 」 が224件(同7.1%)、 「1年 未 満 」121件(同3.8%)、 「15年
以 上 」 が61件(同1.9%)とな って い る 。





・世界宇宙会議出席 第1研究グループ 主任研究官 三津間 秀彦
米国 ワシン トンDCで 開催 された世界宇宙会議 に出席 した。本年 は国際宇宙航行連盟(IAF)
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と国際学 術連合会議宇宙空間研究委員会(COSPAR)と の合同会議 で、会期は8月28日 か
ら9月5日 までであった。8月31日 に開会式が行 われ 、IAFの 技術セ ッシ ョンもスター トし
た。
開会式 は米国国歌の吹奏 、宇宙賛歌 の音楽か ら始 まり、McDonnellDouglasCorp.のJohn
McDonnell氏、クウェー'ル米副大統領等 の挨拶 が続 いた。クウェール副大統領は、冷戦後の宇宙
開発を平和利用 と探査 と位置づ け、宇宙 ステー シ ョン ・フ リー ダムへ の一層の協力 、ロシア との
協調 、地球環境問題 としてのデ ブリ問題 の早期研究 の促進や宇宙貿易 の国際的枠組 の整備 といっ
たこ とへの各国 の参加 を要 請す るとともに、米 国の地球観測衛星によ る環境問題へ の積極 的取 り
組み をア ピール した。
私 は、HistoryIのセ ッシ ョンで、我国の宇宙開発の歴史 の概要 と最近 の我国社 会におけ る宇
宙技術の浸透状況(BSやCSの 普及)に ついて報告 した。本 セ ッシ ョンでは、他 に米 国宇宙 政
策の起源 、V-一2ロケ ット、フ ォン ・カンマンの学生達の現在 の活躍 とい った7件 の報告及び活
発な討論 が行 われた 。
また、150を 越 える世界 の宇宙 機関 ・企業 の参加に よる展示会が催 され 、我国 からは、NA
SDA、ISAS及 び宇宙 関連10社 が参加 した。会期中は 、GSFC、NOAA、U.S.Geo-
logicalSurveyやNIH等へのテ クニ カル ・ツアー も企画 され 、私は 、U.S.GeologicalSurvey
とNIHを 訪 問 し、最近の地理学研究 、医学研究 の一一端 を垣間見 る機会 を得 た。
本会議への参加登録者は 、71ヶ 国約5000名 で、米国が約2400名 、我国は 、仏 ・独 ・
加 に次 ぎ、第5位 で148名 であ った。
・韓国出張報告 第2研究グループ 主任研究官 柿崎 文彦
平 成4年9月17日 よ り19日 まで大 韓 民 国 の韓 国科 学技 術 院(KoreanAdvancedInstitute
ofScienceandTechnelogy(KAIST))より招 哨 を受 け 、 「lnternationalWorkshoponthe
BevelopmentofTechRologyIBnovationandTechnologyBusinessIncubatorsthrough
University-lndustryCooperationinKorea」へ 出席 な らび に 同会 合 で 講 演 を行 うた め 出張 し
た 。
本 ワー ク シ ョッ プはKAISTの 主 催 で 、9月18日 に ソ ウル 市 中心 部 か ら漢江 の対 岸 南 東 の
新 興 産 業 地 区 にあ るInter・-ContinentalHotelSeoulで行 われ た 。 出席 者 は約100人 で あ っ た 。
KAISTで は 同機 関 の敷 地 内(テ ジ ョン(大 田),ソ ウル市 の南 約200Km)に1994年
の完 成 を 目指 して テ ク ノ ロ ジー ・イ ノベ ー シ ョン ・セ ン ター(TIC)及 び ビ ジネ ス ・イ ン キ ュ
ベ ー ター ⑧セ ン ター(BIC)の 建 設 を 進 め て い る。
全 体 で8件 の講 演 の うち6件 の講 演 はKAIST及 び 関係 者 に よ るTIC/BICの 紹 介 等 で
あ っ た 。招 待 講 演 は米 国NorthWestern大学 教 授MichaelRadnor氏に よ る米 国 に お け る産 学 共 同研
究 の事 例 と して サ イエ ンス ・パ ー クの役 割 に つ いて の 講 演 と出張 者 よ りの 日本 に お け るサ イ エ ン
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ス ・パー クの事例 として 「リサーチ ・コア」計 画 と地域 にお ける産学官共 同研究の事例 としての
「地域流動研究」 の2件 で あった 。
KAISTのTIC/BIC計 画 は韓国では じめての試み であ り、このため我国 における科学
技術 による地 域活性化政策 に極めて関心 を寄せ 、また当研究所 との継続 的な情報交換を望んでい
る。
・r日 米R&DExecutiveForum」 出 席 第2研究グループ主任研究官 松田 正敏
本 フrt-・・bラム は米 国 側IndustrialResearchInstituteと日本 側(財)日 本 生 産 性 本 部 が 共催 した
も の で 、米 国 ウィ リア ム ズバ ー グに お いて9月10日 、11日 の2日 間行 われ た 。
R&Dマ ネー ジ メ ン トだ けの 努 力 に は限 界 が あ り、 日米 双 方 とも組織 の トップ とR&Dマ*N"'ジ
ャー の コ ミ ュニ ケー シ ョンの重 要 性 を指 摘 した 。 ま た 、米 国側 はTQM(TotalQualityManagement)
の 重要 性 を強 調 して い た 。
2日 目に 「日本 に お け る基 礎 研 究 評 価 の事 例 」 と題 して 講 演 を お こな った 。 まず 、研 究 評価 の 目
的 を一 般 的 に述 べ 、次 に 、 日立 中 研 及 び理 研 の基 本 的 な研 究 評 価 の事 例 を説 明 した 。 これ らの 事例
に 基 づ い て 、評 価 目的 の 分類 や 内部 評 価 と外 部 評 価 の比 較 検 討 な どの考 察 を 加 えた 。 ネ ク タイ な し
の リゾー トス タイル とい う約 束 が あ っ たた め か 、形 式 張 ら ない 活発 な議 論 が 盛 り上 が った 。
○ 今 後 の 予定(講 演)/UpcomiBgEv田ts
1C/30(金)
11/6(金)
「我 国鉄鋼業 におけるLD転 炉技術の導入 と普及」
王寺 睦満(新 日本 製鉄(株)技 術開発本部取締役設備技術 セン ター所長)
「セイコーエ プソンにおける技術革新… アナ ログからデジタルへ」
相沢 進(セ イ コーエ プソン(株)専 務取締役) 〜
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